様式１
事 業 参 画 申 込 書
令和４年　　月　　日
沼津市長　賴重　秀一　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印
　沼津市シェアサイクル活用推進事業に参画したいので、以下の書類を添えて申し込みます。
提出資料：（１）会社概要
（２）暴力団又は暴力団員でないこと等に関する表明・確約書（様式２）
（３）財務諸表
（４）納税証明書
（５）共同体の協定書等の写し（様式自由）※該当する者のみ。
（６）代表者への代表権委任状（様式自由）※該当する者のみ。
（７）同種事業実績調書（様式３）
（８）実施体制調書（様式４）
（９）運営計画書（様式自由）
【担当者連絡先】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　　　　　属：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役　　職　　名：
　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)：
　電　話　番　号：
E　メ　ー　ル：
様式２　　　　　　　　　　　
暴力団又は暴力団員等でないこと等に関する表明・確約書
　私は、沼津市暴力団排除条例（平成24年条例第22号）を理解し遵守するとともに、下記の内容について相違ないことを表明、確約します。
　また、必要と認める場合には、沼津市が関係する機関への照会を行うことについても併せて承諾します。
１　私が、現在又は将来にわたって、暴力団（沼津市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（沼津市暴力団排除条例第２条第２号に該当する暴力団員等をいう。以下同じ。）のいずれにも該当しないこと。
２　役員等が、現在又は将来にわたって、前項の暴力団及び暴力団員等又は暴力団及び暴力団員等と密接な交友関係にある者（以下「暴力団等」という。）と次の各号のいずれにも該当しないこと。
　⑴　暴力団等によって、その経営を実質的に支配されている関係にある。
　⑵　暴力団等が、その経営に関与している関係にある。
　⑶　自己、自社若しくは第三者に不正な利益を図り、又は第三者に損害を与えるなど、暴力団等を利用している関係にある。
　⑷　暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関係にある。
　⑸　その他役員等又は経営に実質的に関係している者が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係にある。
３　下請け又は再委託先となる者（下請け又は再委託先が数次にわたるときは、その全てを含む。）が現在又は将来にわたって、前項に該当しないこと。
４　これら各条項のいずれかに反したと認められた場合又はこの表明・確約が虚偽の申告であることが判明した場合は、入札参加資格が停止され、又は取り消されても一切異議を申し立てず、また賠償又は補償を求めないとともにこれにより損害が生じた場合は、一切私の責任とすることを確約します。
　　　令和４年　　月　　日
　　（宛先）沼津市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　または現住所　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号または名称　　
代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　印
様式３
同　種　事　業　実　績　調　書
	事業名
	地域名
	事業形態
	事業開始日
	概要・ポイント

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	備考
　平成２４年４月１日以降に、同種又は類似事業の実績がある場合、主な実績を最大７件まで記載し、提出すること。
※記載スペースが足りない場合は、行間を広げて２ページ以上にまたがってもよい。


様式４
実 施 体 制 調 書
[実施体制図]
[管理責任者・主任技術者・担当者　等]
	本事業における役割
	部署
役職
	氏　名
	年齢及び実務経験年数
	本事業に関する実績

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※記載スペースが足りない場合は、行間等を広げて２ページ以上にまたがってもよい。

様式５
沼津市シェアサイクル活用推進事業　質問書
	質問年月日
	

	団体・企業名
	

	代表者名
	

	質問者名
	

	所　　属
	

	電　　話
	

	Eメール
	

	項　　目
	実施要領・仕様書・その他（　　　　 ）
項目：

	質問事項
	


【質問票提出期限】令和４年２月１８日（金）午後５時まで
令和４年２月２１日を目途に、沼津市WEBサイト（http://www.city.numazu.shizuoka.jp/）内で質問と回答を公表します。
【送付先】電子メールにて提出し、必ず受理確認の電話をしてください。
沼津市　都市計画部　まちづくり政策課　
電子メールアドレス　mati-seisaku@city.numazu.lg.jp
電話番号　０５５-９３４-４７５９
（　参　考　）
共同事業者協定書
（目的）
第１条　共同事業者は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
一　沼津市発注に係る「令和３年度　沼津市シェアサイクル活用推進事業（以下「対象」という。）」
二　前号に附帯する事業
（名称）
第２条　共同事業者は、○○○・□□□沼津市シェアサイクル活用推進事業共同事業者（以下「事業者」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当事業者は、事務所を○○市○○町○○番地に置く。
（成立及び解散の時期）
第４条　当事業者は、令和　年　月　日に成立し、対象事業の協定の履行後３月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　当事業者は、対象事業の協定を締結することができなかったときは、前項の規定にかかわらず、対象事業に係る協定が締結された日に解散するものとする。
（構成員の住所及び名称）
第５条　当事業者の構成員は、次のとおりとする。
　住　　　　所　　　　　　　　　　　　
　商号又は名称　  　　　　　　　　　　
　住　　　　所　　　　　　　　　　　　
　商号又は名称　  　　　　　　　　　　
（代表事業者の名称）
第６条　当事業者は、　　　　　　　　を代表事業者とする。
（代表事業者の権限）
第７条　当事業者の代表事業者は、対象事業の履行に関し、当企業体を代表して、沼津市及び監督官庁等と折衝する権限並びに当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資の割合等）
第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、対象事業について、沼津市と協定内容の変更増減があっても、構成員の出資割合は変わらないものとする。
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　○○％
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　○○％
２　金銭以外のものによる出資については、時価を参酌のうえ構成員が協議して評価するものとする。
（運営委員会）
第９条　当事業者は、構成員全員をもって運営委員会を設け、対象事業の履行に当たるものとする。
（構成員の責任）
第１０条　各構成員は、対象事業の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第１１条　当事業者の取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、代表事業者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第１２条　当事業者は、対象事業の協定の履行後、対象事業について決算するものとする。
（利益金の配当割合）
第１３条　決算の結果利益が生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。
（欠損金の負担割合）
第１４条　決算の結果欠損金が生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１５条　本協定に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。
（業務途中における構成員の脱退に対する措置）
第１６条　構成員は、沼津市及び構成員全員の承認がなければ、対象事業を完了するまでは脱退することができない。
２　構成員のうち業務途中において前項の規定により脱退したものがある場合においては、残存構成員が共同連帯して対象事業を完了する。
３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果、利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
（構成員の除名）
第１７条　当企業体は、構成員のうちいずれかが、対象事業途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び沼津市の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（事業途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第１８条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
（代表事業者の変更）
第１９条　代表事業者が脱退し若しくは除名された場合又は代表事業者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表事業者に代えて、他の構成員全員及び沼津市の承認により残存構成員のうちいずれかを代表事業者とすることができるものとする。
（解散後の契約不適合責任）
第２０条　当事業者が解散した後においても、対象事業につき協定不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責任に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第２１条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
○○○〇〇〇他　　者は、上記のとおり共同事業者協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。
　令和　　年　　月　　日
 　　　     　　　住　　  　　所  　　　　　　　　　　　　　
      代表事業者　商 号又は名 称　　　　　　　　　　　　　  
 　　     　　　　代 表 者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　　印
 　　　　     　　住　  　　　所  　　　　　　　　　　　　　
      構成事業者　商 号又は名 称　　　　　　　　　　　　　  
 　　　　     　　代 表 者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　　印
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